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※明確に分類が難しいものは親和性の高い方へ分類しております。 

 意識・連携・情報発信の課題解決のアイデアや意見 

意識 連携 情報発信 

立川市 

社会福祉協議会 

枝村委員 

・企業や学校には「ＳＤＧｓに取組む必要があるが、テーマ設定と

取組み方法が分からない」というニーズがあると思われる。伴走

支援ができる「取組みスタート相談窓口」を提示できるとよい。 

・子どもや中高大学生の取組み支援を強化することで、その周辺の

大人たちの関心も高めていく。 

・無関心層への喚起は、タレントやスポーツ選手など著名人からの

「メッセージ配信」や講演会を実施する。 

・「連携の規模感」に応じた活動コーディネートをする。例:自治会、

商連、商工会議所、大学(学生)ネットワーク、青年会議所やロータリークラブ、

地域福祉コーディネーター、ボランティア・市民活動センターなど。 

・活動コーディネーターの連絡会を定例実施し、異なる規模間のコ

ーディネートにつなげる。 

・対面やネット上で「こんな協力がしたい」「こんな協力をしてほし

い」を交換できる「活動見本市」を実施する。 

・キャンペーン期間を設け、取組みの周知を当委員会メンバー所属

機関のような複数機関が、同時期に同一フォーマットで一斉発信

する。 

・個々の活動を紹介する際に、活動主体者の視点と「活動を知った

第三者の視点」の双方を紹介することで共感を広げる。例: 「Ｓ

ＤＧｓリポーター」の募集 

・自ら活動を言語化し、効果的な広報をするのが苦手なグループに

は、取材と記事づくりの広報支援をする。 

立川市 

商店街振興組合

連合会 

山本委員 

・あえてＳＤＧｓに繋げていくような取組をするのではなく、意識

をすることがスタートになるため、普段取り組んでいる業務すべ

てを、ＳＤＧｓのゴールと紐付けて整理する必要がある。どのゴ

ールに貢献しているか理解をしやすい環境をつくる。 

・これまで実施してきた連携事業をＳＤＧｓと結びつけていないた

め、ＳＤＧｓのゴールとの関係を整理する。 

・商店街加盟店に向けては、理事会等を通じて周知をし、同時に、

連合会ホームページやＳＮＳ等を通じて、事業毎に参加店募集

や、参加者募集等を行っている。 

・支援を必要としてくれるお店への情報提供ツールを様々な形で持

っておく必要性を感じている。一般向けには、SNS を有効活用し

情報発信する。 

・日常的に取り組んでいる事業がＳＤＧｓに繋がっていると思うの

で、商店街としてＳＤＧｓに取り組みやすいように、理事会等を

通じて啓蒙を行っていく必要がある。 

チームいま好き 

笹浪委員 

・長期的な視点で考えた場合には、子どもと若者によりアピールす

る必要がある。 

・子どもには楽しく学べ、若者には「自分の未来・将来に備えて」

という点を重点的にアピールする。 

・アピールには、視覚的に訴えるものや、音楽を使うことも有効で

ある。 

・活躍している団体、グループ、個人が一堂に会すことができると

良い。「顔」がわかることが、連携には有効だと思う。コロナ禍の

状況は踏まえる必要がある。 

・切り口、やり方、進め方は、他の団体やグループに参考となる場

合も少なくない。何らかの形で発表、公表することで連携が広が

る。 

・生活しているすべての人に関わりがあり、これが将来へと導くこ

とを理解してもらうような発信が大事である。 

・ＳＤＧｓのロゴ化と、それぞれの「意味」等を高齢者の方々にも

わかりやすく平易な「日本語」に可能な限り訳して表現する。 

立川市 

自治会連合会 

佐藤委員 

・ＳＤＧｓの実践には、「正解」がないため、まずは身近な生活面で

欠かすことのできない課題を通じて訴えると良い。 

・例えば「ごみの減量」と「食品ロス」の課題について、今必要な

ものしか買わない習慣をつける、余ったものや賞味期限の近いも

のは活用できるレシピを考える等の方法がある。家庭から食品廃

棄物を削減し、余ったものは必要な人に渡りやすくする工夫な

ど、一人でできなければ、共通の目標を目指す仲間を増やすよう

な仕組みを考える。また、この課題は、流通に携わる人、消費

者、生産者も一緒になって解決する知恵が必要なため、「自分らし

く暮らしていける社会を目指す第１歩」など、ＳＤＧｓを「自分

ごと」として捉えられるような意識付けが重要。 

・民間や地方自治体に直接つながることのできる「窓口」をつく

り、マッチング支援によりやる気のある団体を巻き込み、そこに

子どもたちが参加しやすい仕組みをつくることが重要。 

・子どもたちには、教科書に載っていることや試験対策だからとい

った学びではなく、ＳＤＧｓを「自分自身の未来をつくるための

学び」とすることで、面白さを増すことになると思う。 

・ＳＤＧｓと向き合うと、相手同士のつながりや、課題同士の連携

が深まり、ＳＤＧｓを通じて物事を思考する力は、良い方向を目

指すことができるプロデュース力のある人材の確保にもなる（人

材の育成にもなる）。 

・ＳＤＧｓの優良事例の紹介や教訓を発信する。つながり、新たな

行動や活動を生み出す発想が得られるような仕組みにする。 

・目標は「みんなのため、みんなで支える」、企業、自治体、団体、

個人など誰もが参加できること、一人ひとりが主役といったゴー

ル（2030 年）を目指し、達成に向けた積極的な発信をする。 

・裾野を広げるために、楽しく、わかりやすく、多くの人に広く知

ってもらうきっかけとして、たちかわ広報等で周知・伝える。又

はＭＸ等のテレビで発信する。 
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意識・連携・情報発信の課題解決のアイデアや意見 

意識 連携 情報発信 

立川青年会議所 

片桐委員 

・地元企業の集まりである立川青年会議所の加入メンバーがＳＤＧ

ｓを社業とリンクさせ、活動していくことが必要である。 

・家庭でのＳＤＧｓについては、知識の共有ができていないところ

もあるので、今後の課題である。 

・「まずは取り組めるところから」という意識をもつことが必要。 

・関係諸団体に体質に合った取り組み方を提案し、前向きに取り組

んでもらうことが必要である。 

・ＳＤＧｓに取り組みたいという場合の、相談窓口、または関係者

を紹介できるような窓口が必要。 

・授業に取り入れる、有識者に学校での講演などを行ってもらうな

ど、子どもたちに意識付けを行う方法を考える。 

・実際に取り組んでいない、または正しくできていないことを情報

発信することで、イメージの低下に繋がる。「ＳＤＧｓウォッシュ」 

・取り組みのハードルを下げることと、正しい知識を学んで取り組

むことを両輪で発信する必要がある。 

IKEA立川 

樋口委員 

・社内におけるＳＤＧｓに関する情報発信、トレーニングの継続。 

・アンコンシャス・バイアスに関する意識の強化。 

・マネージャーの情報発信力の強化、社内、社外でのＳＤＧｓトピ

ックをリーディングしていく意識付け。 

・ステークホルダーの方々との関係強化に努め、地域社会のニーズ

を正しく理解し、サポートが必要なところへサポートが届くよう

な体制づくり。 

・視察や職業体験等の受け入れの継続。 

・外国籍の方や障がい者の採用。 

・ストアをはじめ、様々なメディアを通じて社会への情報発信。 

・ゲストスピーカーとして学校や地域団体主催のイベントへ参加

し、イケアの取り組みを紹介することで、ＳＤＧｓへのインスピ

レーションを与える。  

・コミュニケーション・アンバサダーの育成。 

国際基督教大学 

中村委員 

・ＳＤＧｓについての知識を深める授業を行う。自分の日々の生活

の何がＳＤＧｓにつながるのか、自分はどんな風にＳＤＧｓに貢

献できるのかを伝える。 

・「ＳＤＧｓ認定員」のようなものを作る。 

・様々な方面からＳＤＧｓに取り組んでいる人・団体を、授業や講

演会などで招いて取組を周知し、議論を行う。 

・国内の NPO や自治体、教育や福祉、地域社会や国際問題などに

関わる団体でサービス活動を行う「コミュニティ・サービス・ラ

ーニング」プログラムを通して、学生が実際にＳＤＧｓ課題に取

り組む機会を作る。 

・2021 年、ICU はＳＤＧｓ推進室を設置。ＳＤＧｓ推進室では、

教授や学内の団体、地域の団体、OB、OG などにＳＤＧｓに関す

るインタビューを行い、ICU ＳＤＧｓウェブサイト（つながるエ

シカル）にて掲載している。この場で、ＳＤＧｓに関する様々な

取り組みを発信する。 

立川市 

教育委員会 

寺田委員 

・例年実施している小学生児童会サミット・中学生生徒会サミット

の本年度のテーマを「持続可能な開発目標ＳＤＧｓにチャレン

ジ！」とし、児童・生徒が、自分たちの地域をよりよく支えるた

めにできることは何かを話し合った。話し合った内容は、代表生

徒が各学校で報告し、新しいアイデアにつなげていく。 

・来年度の学校教育の指針の中で、「ＳＤＧｓで掲げられている現代

社会の諸課題について、『誰ひとり取り残さない』という考えの

下、多角的、総合的に学ぶ取組を通して、持続可能な社会の担い

手を育む。」と示しており、教職員への意識醸成を図っていく。 

・すでに各学校の連携機関は幅広く、教育委員会からも随時情報提

供している。 

・本ＳＤＧｓ推進委員会との連携を図り、立川市のＳＤＧｓの取組

を子どもたちに周知していく方法を引き続き、検討していく。 

・今年度、令和 4 年 2月 6 日（日）実施予定の立川教育フォーラム

においても、ＳＤＧｓをテーマに話し合ったサミットの報告、中

学校で取り組んでいるＳＤＧｓの取組の実践報告を行う。 

・教育委員会で作成している、小中学校の社会科の副読本に本市の

ＳＤＧｓの取組を掲載することが可能か、現在検討中である。 

立川市役所 

田中委員 

・ＳＤＧｓに関する研修やＳＤＧｓ先進自治体職員による講演等を

開催し、ＳＤＧｓを推進するためにどのような課題があり、どの

ように解決したか等、より関心を持ちやすい具体的な例からＳＤ

Ｇｓを学べるようにし、職員のＳＤＧｓへの関心を高める。 

・ＳＤＧｓに貢献する業務を担当者とともに紹介する「ＳＤＧｓ通

信（仮称）」を庁内向けに発行することで、職員がＳＤＧｓを目に

する機会を増やし、庁内のＳＤＧｓの関心を高める。 

・立川市ＳＤＧｓ推進委員会のように、様々なステークホルダーが

集う場を継続して確保し、ＳＤＧｓを通じた連携のアイデア等に

ついて意見を交わすことで、連携の拡大や連携を深める契機をつ

くり、アイデアを事業の改善に生かす。 

・日常的な業務等をＳＤＧｓのゴールと紐付けて整理し、紐付けた

ゴールアイコンを掲げて事業に取り組むことで、同じゴールを目

指す個人や団体による参加や連携のしやすさを高める。 

・全世帯に届く市の広報紙や市ホームページで、「マイボトルやマイ

バッグを使う」といったＳＤＧｓに貢献する普段の生活の例を発

信し、ＳＤＧｓに対するわかりにくさの解消につなげる。 

・広報紙やホームページで、市内のＳＤＧｓに取り組む個人や団体

の優良事例を紹介し、ＳＤＧｓに取り組むことで市内から注目を

得られるようにし、ＳＤＧｓに取り組む意義を生み出すほか、見

学や参加に関する情報を発信し、新たな連携や取組の拡大につな

げる。 

・連携した取組を行う際に、ＳＤＧｓのゴールを紐付け、アイコン

を掲げて発信する。 

・市政に関するアンケート等を通じて、地域が知りたい情報のニー

ズを把握し、ニーズに合わせた取組を行う際にＳＤＧｓを紐付け

て発信することで、住民の生活の質の向上とＳＤＧｓの発信を同

時に行う。 
 


